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【結果】①82例中54例に日帰り手術を行った．28
例（1歳未満12例）が2日以上の入院を要した．
術前入院中止症例は上気道炎11例，発熱7例等
27例であった．②日帰り手術26例の回答で，発熱，
疹痛，活動性低下，食欲低下なく，満足が22例
（84％）であった．
3 日帰り手術 2泊3日手術
外来費入院費総費用（n） 総費用（n）
1歳未満 27536（12）
3歳未満 640　21200、　21840（18）23657．　（8）
6歳未満 1428　　16803　　18231（23）19110　（4）
6歳未満 1401　　16952　　18354（13）18849　（4）
全症例 18305。．19464（54）23983。、（28）
　　　　　　　　　　　　　　　　“pく0．05＊＊p＜0．01
診療報酬点数は総費用は両者で差はなかった．1998
年11月の病院収支実績より，当院の平均単価は
3872点／1ベッド／日（小児病棟2029点）であった．
1ヶ月5例（3872×30÷23983＝4．8）の手術を行
うと，収支がみあう．専用ユニットが無く小児手術
枠が週1例では，術前中止が多く，効率はよいが総
収入は増加しない．
【結語】日帰り手術は患者側には全体に満足な結果
が得られたが，コスト低下は得られなかった．医療
提供側では経済効率の面で，直接的なメリットはな
かった．
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「マルチメディア・モデル医療」
実験研究システムの導入と課題
（医療情報学教室）
○名和　肇，大原達美，益子研土，村越昭男，
宮本潤一，沼部博直，北村昌之
【はじめに】郵政省一通信・放送機構は，通信・放
送技術の向上を図るため，高度通信技術を利用した
最先端分野の研究開発課題を公募し，東京医科大学
が申請を行った「マルチメディア・モデル医療」を
採択した．この課題に対して本学では，平成11年
度より3年間に渡り大学・大学病院・霞ヶ浦病院・
八王子医療センターの4キャンパスで高精細画像通
信技術，あいまい検索，ブラウジング技術，高速
（プログレッシブ）表示などの要素技術を利用した
医療画像転送システムを開発・実証することとなっ
た．
【導入システム機器】この実証課題は，①病理画像
転送システム［病理顕微鏡画像・マクロ画像撮影装
置および参照装置］②X線画像転送システム
［CT／MRI／DSA機器等のDICOM画像取得，マル
チ・ディスプレイシャーガステン（2台または4台）
システム］③手術画像転送システム［手術室
（3／5／7／8号室）状況映像を，リアルタイムで階の
異なる臨床講堂のプロジェクターへ投影，双方向音
声通話］④病理／X線画像の汎用PCブラウザー利
用WEBシステムの4つに大きく分けられる．
　導入機器は，全て既存学内LANを経由したため，
新たな専用線を施設する必要はなかった．
【機能・性能】
1．病理画像転送システム
　高精細画像の取得を行うために，顕微鏡およびマ
クロ撮影用カメラは各々SONY製DKC－STS（2560
×2048）を導入した．診断補助にはTVF会議システ
ムを採用し，キャンパス間の簡単な問合わせ用に学
内LAN利用のPCカメラシステムを，さらにカン
ファランス用には，多地点接続も可能なISDN－
PICSEND－R　Hシステムを導入して他医療施設から
の遠隔診断依頼にも対応可能としている．
2．X線画像転送システム
　DICOM　（Digital　lmaging　and　COmmunications　in
Medicine）規格データフォーマットの標準化が進
むX線画像検査機器との接続は，全キャンパスを
合わせると10機器以上に上る．しかし，本実証研
究課題では，一般単純撮影フィルム等の画像は取り
扱わない．
3．手術画像転送システム
　術者の意図する視野から提供される手術状況映像
により，医学生や医師の教育補助が可能となる．
ズームやフォーカスおよび視野移動の機能を持つ術
野専用カメラを含めた4台までのカメラ切り替えに
より，検査や症状データの提示も行うことが出来る．
4．WEBシステム
　病理／X線画像転送システムは，患者情報を扱う
ため専用ブラウザーを利用したクローズド・システ
ムとしているが，学内LAN利用者および学外利用
者に対しては，症例ライブラリー等をWEBサーバ
ーに設定して，汎用PCブラウザーによる参照が可
能なシステム開発を行い，マルチメディアによる教
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育・学習にも対応可能である．
【まとめ】本実証研究課題を行うことで，当院もマ
ルチメディア通信の基礎技術面におけるノウハウを
蓄積出来る環境を整わせて，将来的な遠隔医療の研
究・発展に役立つものと考えられる．
P－24．
当院における治験実施の実態調査
件数に対する未実施（実施症例数0）は，平成6年
度申請分20件（18％），平成7年度19件（22％），
平成8年度23件（29％）と年々増加傾向にある．
治験に係る費用は，平成10年6月より私立医大協
会ガイドラインに沿って算定を行い，前払い制を実
施している．未実施の治験：費用については，原則と
して返金が求められる．従って今後，被験者の確保
に加え，適正な症例数での契約が必要となる．
（i薬斉IJ音ll）
　○松村正史，藤塚一行，奥山　清，土井かおり，
　中村　薫，畝崎　栄，前　　彰，細田順一
（霞ケ浦・薬剤部）
高橋利幸
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健常者におけるEBVの感染維持について
（微生物学講座）
　○池田哲也，小林 了，水野文雄
【目的】平成9年4月に厚生省令第28号により「医
薬品の臨床試験：の実施に関する基準」（新GCP）が
施行され，平成10年4月より完全実施となった．
新GCPでは，文書同意の取得，モニタリング・監
査の義務化，治験審査委員会への外部委員の参加等
が定められ，厳しい条件下での治験：実施が要求され
ている．
　前回我々は，同意取得方法について調査し，口頭
同意が減少していることを報告した．今回当院で実
施され終了した治験について，契約症例数と実施症
例数の調査を行ったので報告する．
【方法】平成7年から平成10年度に提出された治験
終了報告の契約症例数，実施症例数，未実施数につ
いて調査集計した．また，平成8年度に申請された
治験については，試験方法別に分類し実施状況の調
査，検討を行った．
【結果及び考察】新規の治験申請件数は新GCPが施
行されたことから，平成9年度39件，平成10年度
57件であった．一方，終了報告提出件数は，平成9
年度が最も多く116件，実施症例は583症例であっ
た．
　申請年度別の実施率は，平均66％で大きな変化
はなかった．平成8年度の治験申請をオープン試験
と二重盲検試験に分類し，実施率を調査したところ，
オープン試験で実施症例322症例（68％），二重盲
検：試験：で実施症例60症例（57％）であった．二重
盲検試験は試験が複雑な上，プラセポ等を用いるこ
とから，治験実施の困難な状況が推定される．契約
【背景】Epstein－Barr　virus（EBV）はBurkittリンパ
腫をはじめ数々の悪性疾患と関連している．健常者
では，末梢血中のB細胞に感染したEBVは潜伏感
染しておりウイルス産生は起きていない．今回われ
われは，扁桃組織においてEBV関連蛋白の発現お
よびEBV感染細胞の局在を検索することにより，
EBVの生体での感染維持および唾液中へのウイル
ス放出についての若干の知見を得た．
【材料と方法】慢性扁桃炎の患者から摘出した8例
15検体の口蓋扁桃細胞についてRT－PCRにより
EBV関連抗原の発現状態を検索した．さらにパラ
フィン包埋切片を用いてin　situ　hybridizationにより
EBV感染細胞の局在および免疫染色によりEBV産
生蛋白の発現を検討した．
【結果】8例中7例においてEBV感染が認められ，
EBV陽性者の全例にLMP1の発現が認められた．
さらに3例にBZLF1の発現およびZEBRA，　VCAの
表出が観察された．また，この3例の上皮細胞核に
EBVゲノムが認められた．
【考察】通常EBVは幼少期に唾液を介して初感染す
るため口腔咽頭領域にウイルス産生部位が存在する
と考えられている．上皮細胞においてウイルスの産
生が起きているとの報告はなされているが健常者に
おいては未だ明らかではない．今回の結果より，扁
桃においてはEBV感染リンパ球が免疫監視機構か
ら逃れると同時にウイルス粒子を産生し，扁桃上皮
細胞に感染すると考えられた．
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